
 
 

 
 

 
 

令和元年度 事 業 報 告 書 

 
Ⅰ．はじめに 

  本会は一般法人への移行を決議し、平成 25年 3月 19日に佐賀県より認可を受け、

平成 25年 4月 1日より一般社団法人としてスタート。 

  事業活動では、県内法人会の中軸として、事業の「公益性」を意識し、会員以外に

も活動の幅を拡げることに努め、税に関する提言、税知識の普及、並びに社会貢献活

動等、公益目的支出計画通りの活動を行うことができた。また、会員増強月間の設定

による会員増加や受託 3社との連携による福利厚生制度を推進するための会議、研修

会を開催した。 

  ホームペ－ジ、新聞、ケーブルテレビ等を活用して県民への周知を図るなど広報活

動も行った。 

  詳細については以下の通りである。 

 

Ⅱ．事業報告 

１．税環境の整備改善等を図るための事業（継１） 

（１）税制、税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

  ①令和 2年度税制改正提言活動 

    「令和 2年度税制改正に関する提言」が全法連理事会において決議され、10 

   月 3日の全国大会「三重大会」で発表された。その後県内単位会の会長、副会長

並びに税制委員長等の役員が県内選出の国会議員、知事、市長、及び県・市議会

の議長を訪問して提言内容の説明を行った。 

 

（２）税務知識の普及と納税意識の高揚を目的とする事業 

  ①租税教育活動 

   ア 各単位会青年部会が実施する租税教室の支援及び促進 

    平成 31年 4月 19日に福岡県連青連協が主管となり、九北連青連協租税教室研

修会を実施した。金沢法人会、東福岡法人会青年部会が租税教室のプレゼンテ

ーションを行い参加者へ披露し、その後意見交換会を開催。租税教育活動のレ

ベルアップを図った。令和元年度全法連青連協事業計画を 7月 25日の佐賀連

青連協定時大会で審議し、各単位会青年部会は今年度租税教室の実施について

確認した。8月 2日には青年部会九州連絡協議会主催の租税教育活動プレゼン

テーションが開催され、佐賀より青年部会会長及び副会長の 2 名が出席した。

租税教育活動のプレゼンテーションの評価・採点を行い、情報交換を通じ一段



 
 

 
 

とレベルアップが図られたと思料する。 

   イ 各単位会女性部会が実施する「税に関する絵はがきコンクール」の支援及び 

    促進 

    7月 19日の女連協役員会及び定時大会において、5単位会による「税に関する

絵はがきコンクール」事業の取り組みを決定した。 

    同事業は、各単位会女性部会が小学生から税に関する絵はがきを募集、その中

の優秀作品 1点を県連に提出した。県内代表となった 5作品は福岡、長崎県の

単位会代表作品とともに九法連女連協役員会で審査された。福岡中部法人会の

作品が全法連女連協会長賞を受賞した。県連会長賞及び県連女連協会長賞につ

いては、鳥栖法人会、唐津法人会の作品が受賞した。 

  ②税に関する広告事業 

ア 新聞広告 

     国税庁が定める「税を考える週間」（11 月 11 日～17 日）の期間中に、令和

2年度税制改正に関する提言についての広告を佐賀新聞に掲載した。 

 

２．地域の経済社会環境の整備改善を図るための事業（継２） 

（１）地域社会への貢献を目的とする事業 

  ①新作カレンダーバザー展の円滑な運営を支援 

    佐賀県共同募金会が主催する「歳末たすけあい運動」の募金事業の一環である 

   「新作カレンダー頒布会」を支援するため、佐賀県連はカレンダー、ダイアリー、 

   手帳等の収集を単位会に呼び掛けた。各単位会は県内会員企業の 93 社から   

2,193点（前年 1,815点）を集めて佐賀県共同募金会に寄贈した。 

    「新作カレンダー頒布会」は 12 月 21 日～22 日の 2 日間、佐賀県共同募金会

がイオンモール佐賀大和と県福祉会館で実施、企業からの寄贈を含めた収益金の

139,600円（前年 179,931円）は歳末たすけあい運動の募金額に合算、計 311 万

円が県内の 127施設へ配分された。 

 

（２）地域企業の健全な発展を目的とする事業 

  ①講演会、研修会の開催 

   ア 記念講演会の開催 

定時総会の日に開催する講演会として、さが水ものがたり館館長 荒牧軍治

氏による「佐賀の大規模災害に備える」の演題で行った。 

    令和元年 6月 20日 参加者 60名 

イ インターネットセミナー「オンデマンド」の利用状況 

  インターネットで配信されるセミナー、講演会を会員及び非会員の区別なく

誰でもが好みのセミナー及び講演会を受講でき、企業経営や人材育成、一般教

養等を高める目的で平成 26 年 7 月に導入した。令和 2 年 3 月末時点でのアク  



 
 

 
 

セス件数は毎月平均で 4,347 件であり、各単位会で毎月平均 109件のログイン

があっている。 

ウ 女連協視察研修会 

      女性に身近な社会問題等の解説を通じて教養を高める機会の提供を目的に

令和元年度は講演会を実施した。（株）アテンド 代表取締役社長 福成有美

氏を講師に招き「元気な会社、組織、職場づくりのために！今日からできる、

働き方改革」の演題で実施した。 

令和 2年 2月 19日 参加者 45名 

エ 福岡国税局調査課所管法人合同研修会の開催 

     県内大規模企業及び中堅企業（非会員も含む）を対象に、福岡国税局職員の 

講師による「令和元年度税制改正の概要、消費税軽減税率制度」など税に関す

る研修会を開催した。 

    令和 2年 2月 7日 参加者 32社 39名 

オ 公開講演会 

     社会問題や政治経済情勢の解説を通じて教養を高める機会の提供を目的と 

して年１回開催している県連公開講演会はジャーナリスト須田慎一郎氏を講 

師に招き開催した。 

    令和 2年 2月 19日 参加者 249名（うち一般 32名） 

 

     上記を含めた令和元年度の県内単位会の講演会、研修会は 91 回の開催、参

加者は 8,719 名（うち一般参加者は 5,223 名）であり、前年の 9,339 名から

620 名減少した。佐賀法人会は、研修参加率表彰基準の 160％以上を達成し、

県連表彰となった。県全体では研修参加率が 154.6％となり、全法連の表彰対

象である研修参加率を下回った。「ｅ－Ｔaｘ」は講演会・研修会で 1,819名に

チラシ配布等で利用を呼び掛けた。 

 

３．その他の主要な事業 

（１）会員のための各種福利厚生の推進に関する事業（他１） 

   法人会の財源確保・財政基盤安定化及び会員の福利厚生制度として大同生命保険、

ＡＩＧ損害保険、アフラック生命保険の受託 3社と提携し、法人会会員専用保険を

推進する支援事業を行った。 

  ①福利厚生制度推進会議の開催 

   ア 大同生命保険、ＡＩＧ損害保険、アフラック生命保険が出席し、各単位会厚

生委員長による県連厚生委員会推進会議を 3 月 13 日に開催予定していたが、

新型コロナ感染拡大により中止した。 

     法人会は主要保険の経営者大型総合保障制度（大同生命保険、ＡＩＧ損害保

険）、ビジネスガード（ＡＩＧ損害保険）、がん・医療保険制度（アフラック生



 
 

 
 

命保険）を推進するため、平成 25 年度から青年部会・女性部会も含めた紹介

運動を展開している。昨年 2月に国税局の指導により経営者大型保障制度の商

品見直しを行った結果、36件の減少となった。ビジネスガードは 35件の増加、

がん保険及び医療保険は 36 件増加した。受託 3 社の厚生制度県内年間保険料

は前年より 76百万円増加した。 

   イ 福利厚生制度推進功労に対する表彰 

     厚生委員会で審議した結果、各単位会を表彰する。 

   ウ 三井住友海上火災保険が貸倒債権に対して保証する損害保険の法人会専用 

    「貸倒保証制度」は景気が緩やかに改善しており、倒産件数の減少により加入 

    企業は０である。 

 

（２）組織の充実・強化を図るための事業（他２） 

   公益事業を展開する各単位会の組織強化のため、会員間の情報交換や会員相互の 

   親睦・交流を目的として以下の事業を行った。 

  ① 組織強化事業 

   ア 各単位会の組織基盤強化・維持のための支援事業 

    県連事業を遂行し各単位会の事業推進を支援するため、県連会議を開催した。

また、法人会活動の県民への周知と会員募集を図るための広報事業を行った。 

    ａ 県連各委員会会議 

      上記厚生委員会を含め 9回開催 

    ｂ 会員募集広告（新聞広告、県内ケーブルテレビ） 

      令和元年 11月 3日県連及び各単位会合同広告を佐賀新聞に掲載 

      令和元年 10月、11月、12月 県内ケーブルテレビで放送 

    ｃ 会員増強運動 

      9月から 12月末まで各単位会で会員増強運動を展開し、78社が新規加入、 

     退会が 8 社あり、純増は 70 社となった。全法連の表彰基準で、県連は前年

比 26社の増加により努力賞を受賞。佐賀法人会は前年比 21社増加で最優秀

賞を受賞する。伊万里有田法人会は 6社の増加で優秀賞、鳥栖法人会及び武

雄法人会はそれぞれ 1社以上の増加により努力賞を受賞する。 

 年間の新規加入は 158社あったが、廃業や経営の合理化・経費削減を理由

とした退会が 123社あり、期末会員数は 35社増加して 5,638 社（個人会員

除く）となり、会員加入率は 45.1 ％となった。 

   イ 会員の親睦・交流を目的とする事業 

    会員間相互の情報交換及び会員の親睦を深めるため、総会、役員会開催後の 

    交流会に県連役員・部会員が参加した。 

    ａ 全国女性フォーラム(山梨大会)      4月 25日 部会員 15名 

    ｂ 九北連青連協役員会             4月 19日  役員 3名 



 
 

 
 

    ｃ 九北連租税教育活動研修会        4月 19日 役員 11名 

    ｄ 県連定時総会              6月 20日 役員 22名 

    ｅ 県女連協定時大会・役員会         7月 19日 役員 12名 

    ｆ 県青連協定時大会・役員会         7月 25日 役員 13名 

    ｇ 九北連定時総会（福岡市）        8月 30日 役員 22名 

青年部会並びに女性部会の定時連絡協議会が同日に開催された。 

    ｈ 第 2回佐賀県青連協役員会        9月 13日 役員 11名 

    ｉ 県青連協親睦ゴルフ大会         9月 27日  部会員 31名 

    ｊ 全国大会「三重大会」         10月 3日 役員 15名 

    ｋ  佐賀県連青連協「健康経営ＰＪ」勉強会 10月 25日 役員 19名 

    ｌ 全国「青年の集い」（大分大会）    11月 7・8日  部会員 27名 

    ｍ  第 3回佐賀県青連協役員会        1月 20日  役員 12名 

    ｎ 九北連女連協役員会            2月 21日  役員 3名 

    ｏ  佐賀県青連協部会長会議         3月 5日 役員 6名 

   ウ 広報事業 

     法人会事業のＰＲ及び会員募集を目的として以下の広報を実施した。 

    ａ ホームページの更新（全法連プラットフォームへ移行） 

    ｂ 新聞広告の掲載 

      11月 3日に県連及び各単位会の活動状況の広告を佐賀新聞に掲載 

    ｃ 10月、11月、12 月 県内ケーブルテレビ（20秒)で 269本放送 

   エ 助成金運営事務委託 

     全法連から委託された助成事業を適正に行った。 

    ａ 助成事業の管理・運営業務 

      各単位会が作成した助成金申請書及び報告書の取りまとめ、内容の検証、 

     指導。 

    ｂ 事務局会議、研修会等の実施 

      県内事務局会議等を開催して全法連委託事務の運営を円滑に遂行し、単位 

     会が実施する公益事業を更に推進するための説明、指導を行った。 

   オ ボランティア活動等への参加 

    ａ 全法連女連協が実施する「いちごプロジェクト」（家庭における使用電力 

     の削減運動）事業に参画して単位会毎に節電の啓発活動を支援した。 

 

Ⅲ．その他 

１．税務当局、受託会社等関係機関との連携 

  県内法人会は税務当局のご指導のもと、税の啓発・納税意識の高揚、並びに税に関 

 する研修会・租税教育など、法人会の基本的な事業運営を遅滞なく実施した。 

  また、大同生命保険、ＡＩＧ損害保険、アフラック生命保険の受託会社 3 社とは、



 
 

 
 

緊密な関係を維持し、相互協力による推進活動を展開することができた。 

 

２．会務運営 

    円滑な会の運営と事務局の高度な事務処理能力を遂行するため、県内事務局会議 

   を開催して、公益法人移行後における事務処理等について説明、指導を行った。又、 

佐賀県の立ち入り検査について情報交換を行った。 

    佐賀銀行のネットバンキングを利用することで、会計処理の効率化を図った。 

    全法連が主催する各種委員会及び会議等へ役員及び事務局担当者が必要に応じ

て出席し、法人会管理、運営の習得及び情報収集に努めた。 


